
鹿児島県障害児通所支援事業所の安心・安全対策支援事業費補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 知事は，障害児通所支援事業所における子どもの安心・安全を確保するため，

予算の定めるところにより，子ども安全安心対策事業実施要綱（令和５年５月18日

付こ支障第７号こども家庭庁支援局長通知の別紙）（以下「実施要綱」という。）に

基づき事業を実施する障害児通所支援事業者に対し，予算の範囲内において補助金

を交付するものとし，その交付については，鹿児島県補助金等交付規則（昭和63年

鹿児島県規則第１号。以下「規則」という。）に定めるほか，この要綱に定めるとこ

ろによる。

（定義）

第２条 この要綱において，「障害児通所支援事業者」とは，児童福祉法（昭和22年法

律第164号）第６条の２の２第２項に規定する児童発達支援，同条第３項に規定する

医療型児童発達支援，又は同条第４項に規定する放課後等デイサービスの事業を行

う者をいう。

（補助対象事業）

第３条 補助金の対象事業は，障害児通所支援事業者が，実施要綱に基づき行う，次の

各号に掲げる事業とする。

⑴ 送迎用バスの改修支援事業

送迎用バスに，子どもの置き去り事故の防止に役立つ安全装置の設置等を行うこ

と。

⑵ ＩＣＴを活用した子どもの見守り支援事業

ＩＣＴを活用した子どもの見守りサービス等の安全対策に資する機器等を導入す

ること。

⑶ 登降園管理システム支援事業

適切な登降園管理を行うための登降園管理システムを導入すること。

（補助対象経費及び補助率等）

第４条 補助金の対象施設，基準額，補助対象経費，補助率及び交付額の算定方法は，

別表に定めるとおりとする。

（補助金の交付申請）

第５条 規則第３条に規定する補助金等交付申請書は，別記第１号様式によるものとす

る。

２ 規則第３条の規定により補助金等交付申請書に添付すべき書類は，次のとおりとす

る。

⑴ 事業計画書（別記第２号様式）

⑵ 収支予算書（別記第３号様式）

⑶ その他知事が必要と認める書類

３ 補助金等交付申請書の提出期限は，知事の指定する日とし，その提出部数は１部と

する。



（補助金の交付の条件）

第６条 規則第５条第１項に規定する条件は次のとおりとする。

⑴ 別表第１欄の対象事業の区分を超えて，事業に関する経費の配分を変更してはな

らない。

⑵ 補助事業の内容の変更（軽微な変更を除く）をする場合には，知事の承認を受けな

ければならない。

⑶ 補助事業を中止し，又は廃止しようとする場合は，すみやかに知事の承認を受けな

ければならない。

⑷ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合

には，すみやかに知事に報告してその指示を受けなければならない。

⑸ 補助事業により取得し，又は効用の増加した価格が30万円以上の機械，器具及び

その他の財産については，減価償却資産の耐用年数を経過するまで，知事の承認

を受けないで，この補助金の交付の目的に反して使用し，譲渡し，交換し，貸し

付け，担保に供し，又は破棄してはならない。

⑹ 知事の承認を受けて財産を処分することにより，収入があった場合には，その

収入の全部又は一部を県に納付させることがある。

⑺ 補助事業により取得し，又は効用の増加した財産については，補助事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに，その効率的な運営を図

らなければならない。

⑻ 補助事業完了後に，消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入れ控除税額が０円の場合を

含む。）には，別記第４号様式により，補助事業完了日の属する年度の翌々年度６

月30日までに，知事に報告しなければならない。

なお，補助金に係る仕入れ控除税額があることが確定した場合には，当該仕入控

除税額を県に返還しなければならない。

⑼ 補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え，当該収入及び支出につ

いて証拠書類を整理し，当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の

中止又は廃止の承認を受けた場合には，その承認を受けた日）の属する年度の終

了後５年間保管しておかなければならない。ただし，事業により取得し，又は効

用の増加した不動産及びその従物並びに事業により取得し，又は効用の増加した

価格が単価30万円以上の財産がある場合は，前記の期間を経過後，当該財産の財

産処分が完了する日，又は補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行

令第14条第１項第２号の規定によりこども家庭庁長官が別に定める期間を経過す

る日のいずれか遅い日まで保管しておかなければならない。

⑽ この補助金の交付と対象経費を重複して，他の予算制度に基づく補助を受けては

ならない。

⑾ ⑴から⑽により付した条件に違反した場合は,この補助金の全部又は一部を県に

納付させることがある。

（決定の通知）

第７条 規則第６条の規定による補助金等の交付の決定の通知は，補助金交付決定通知

書（別記第５号様式）により行うものとする。



（補助事業の内容等の変更）

第８条 規則第７条第１項の補助事業の内容等の変更事由は，次に定めるとおりとする。

⑴ 補助事業に要する経費の配分で30パーセントを超える増減があるとき。

⑵ 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし，補助目的の達成に支障がない

と認められる軽微な変更を除く。

２ 規則第７条第１項の補助金等変更申請書は別記第６号様式によるものとし，同項の

規定により当該申請書に添付すべき書類は次のとおりとする。

(1) 事業変更計画書（別記第２号様式）

（2）変更収支予算書（別記第３号様式）

(3) その他知事が必要と認める書類

３ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による通知は，変更承認のみ

を行う場合は，変更承認通知書（別記第７号様式）により，変更承認に併せて変更

交付決定を行う場合は，変更交付決定通知書（別記第８号様式）により行うものと

する。

（申請の取下げ）

第９条 規則第８条第１項の規定により申請の取下げをすることのできる期間は，交付

の決定の通知を受けた日から起算して15日を経過した日までとする。

（実績報告）

第10条 規則第13条の補助事業実績報告書は，別記第９号様式によるものとする。

２ 規則第13条の規定により補助事業実績報告書に添付すべき書類は，次に掲げるとお

りとする。

⑴ 事業実績書（別記第10号様式）

⑵ 収支精算書（別記第11号様式）

⑶ その他知事が必要と認める書類

３ 第１項の補助事業等実績報告書の提出期限は，知事が定める日とし，その提出部数

は１部とする。

（補助金の額の確定）

第11条 規則第14条の規定による補助金等の額の確定の通知は，補助金交付確定通知書

（別記第12号様式）により行うものとする。

（補助金の交付）

第12条 この補助金は，精算払により交付するものとする。

２ 規則第16条第１項の補助金等交付請求書は，別記第13号様式のとおりとする。

（雑則）

第13条 この要綱に定めるもののほか，必要な事項は別に定める。

附 則

この要綱は，令和５年９月11日から施行し，令和４年９月５日から適用する。



（別表）

１ 対象事業 ２ 対象施設 ３ 基準額 ４ 補助対象経費（※） ５ 補助率

⑴ 送迎用 児 童 発 達 支 １台あたり 送迎用バスの改修支 定 額

バスの改 援センター， 175千円 援事業を実施するため

修支援事 児 童 発 達 支 に必要な装置・機器の

業 援 事 業 所 ， 購入費（装置・機器の

放 課 後 等 デ 運搬費，装置・機器の

イサービス 設置・据え付け費，工

事業所 事費を含む），リース料，

導入費用

⑵ ＩＣＴ 児 童 発 達 支 １事業所あたり ＩＣＴを活用した子 ４／５

を活用し 援センター， 200千円 どもの見守り支援事業

た子ども 児 童 発 達 支 を実施するために必要

の見守り 援事業所 な装置・機器の購入費

支援事業 （装置・機器の運搬費，

装置・機器の設置・据

え付け費，工事費を含

む），リース料，導入費

用

⑶ 登降園 児 童 発 達 支 ア 端末購入を 登降園管理システム ４／５

管理シス 援センター， 行 わ な い 場 支援事業を実施するた

テム支援 児 童 発 達 支 合，１事業所 めに必要な装置・機器

事業 援事業所 あたり の購入費（装置・機器

200千円 の運搬費，装置・機器

イ 端末購入を の設置・据え付け費，

行う場合，１ 工事費を含む），リース

事業所あたり 料，導入費用

700千円

※ 第４欄に定める送迎用バス・装置・機器等については，子ども安全安心対策事

業実施要綱（令和５年５月18日付こ支障第７号こども家庭庁支援局長通知の別紙）

に定めるとおりとする。

（交付額の算定方法）

この補助金の交付額は，第１欄に定める対象事業ごとに，次により算出された額

の合計額とする 。

⑴ 第１欄⑴の事業

第２欄の対象施設ごとに，第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の

実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額とする。

⑵ 第１欄⑵及び⑶の事業

第２欄の対象施設ごとに，第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の

実支出額から寄付金その他の収入額を控除した額を比較して少ない方の額に，第

５欄に定める補助率を乗じて得た額とする。ただし，算出額に1,000円未満の端数

が生じたときは，これを切り捨てるものとする。


